職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例等の改正（概要）

総務部人事局企画厚生課
総務部人事局人事課

教育委員会教職員室教職員企画課

■改正の理由

地方公務員法（昭和25年法律第261号）の改正に伴い、所要の改正を行う。
■改正の内容
①地方公務員法第22条第１項の「条件附採用」という用語が「条件付採用」に改正されることに伴う規定整備を行う。

②地方公務員法第24条第２項の削除に伴い、引用条項の項ずれが発生するため、第24条第６項を第24条第５項に改正する。

③地方公務員法第38条に新たに退職管理についての規定が設けられることに伴う改正を行う。
④地方公務員法第40条が削除され、同法第６条に新たに人事評価についての規定が設けられることに伴う改正を行う。

⑤地方公務員法第58条の２第１項の改正内容と同様の改正を行う。
⑥その他規定整備を行う。
＜改正を行う条例＞
	条例名
	内容

	職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例
	②

	職員の旅費に関する条例
	②、⑥

	外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例
	①、⑥

	一般職の任期付研究員の採用等に関する条例
	②

	公益的法人等への職員の派遣等に関する条例
	①、⑥

	一般職の任期付職員の採用等に関する条例
	②

	人事行政の運営等の状況の公表に関する条例
	⑤

	職員の退職管理に関する条例
	③

	大阪府立学校条例
	④

	労使関係における職員団体等との交渉等に関する条例
	④


■施行期日
平成28年４月１日

　理由：地方公務員法改正の施行日が、H28年４月１日であるため。
■政策アセスメント・制度間調整

人事委員会が職員の退職管理に関する規則の一部改正を行う予定。
